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　教育課程と教育アセスメントは表裏一体の関係にある。キー・コンピテンシー重視の背景にはカ
リキュラム・評価方法のパラダイムシフトがあり，キー・コンピテンシー論と形成的アセスメント
がその鍵である。本研究では，形成的アセスメントの先行研究である英国の LHTL プロジェクトに
注目し，高校教員400名対象に質問紙調査を実施した。分析の結果，形成的アセスメントでは重要
な役割を果たす「学習の自律性」「学習の明示化」を促す指導方法と単元を創り上げる経験との間で
正の関係がみられた。単元を創り上げる経験は，教師の「探究」経験でもあり，「学習の自律性」「学
習の明示化」を促す指導方法と教師の「探究」経験との間に関係があるといえ，今後の授業改善の有
効な知見となる。
キーワード：形成的アセスメント，学習の自律性，LHTL（Learninghowtolearn），職能学習
1　研究の背景と問題設定
　次期学習指導要領では，コンピテンシー重視の改定が行われる。本節では現在の教育改革の背景
にあるカリキュラム・評価方法のパラダイムシフトに注目し，形成的アセスメントとキー・コンピ
テンシー論との関係を述べる。
1.1　カリキュラム・評価方法のパラダイムシフトによるカリキュラムの概念，学習理論，測定の変化
　アメリカのシェパード（2000）によると，1980年代から2000年代にかけて評価方法のパラダイム
シフトがあり，行動主義，科学的測定中心から社会構成主義による教室でのアセスメント重視へと
変化した（図1）。さらに，シェパードは，アセスメントは教授方法のコースになるべきであると指
摘している。
　20世紀に支配的なカリキュラム・評価方法のパラダイム（図1左側）は，知識重視型の伝統的なカ
リキュラム，学習に対する信念，科学的測定の概念が一列に結びつく。テストへの見方はこの教育
モデルに堅固に結合し，さらに教師，保護者，政策作成者の信念もこの古いパラダイムに由来する。
　新たに出てきたパラダイム（図1右側）は，生徒の理解のためのアセスメント，生徒間でのピア・
形成的アセスメントを志向した授業への取組
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フィードバックという構成主義に基づくパラダイムである。生徒の自己アセスメントは知的能力の
発達，知識の構造化，生徒の自我同一性の形で社会的なプロセスの中心になる。特に，カリキュラ
ムビジョンの改革，社会構成主義による学習理論と教室でのアセスメントは相互に連関して一貫性
を示す。この新たに現われたカリキュラム・評価方法のパラダイムは，20世紀に支配的であったカ
リキュラム・評価方法のパラダイムと相反する部分が多い。図1の中央の古いパラダイムが解体され，
新たに現われたカリキュラム・評価方法のパラダイムへの過渡期を理解する最善の方法として，以前
からの伝統的なテスト方法が続いている間に，構成主義者の学習理論と教室でのアセスメントを中心
とした新たに現われたカリキュラム・評価方法のパラダイムを理解することが望ましいとしている。
1.2　形成的アセスメントの理論化の経緯
　オーストラリアのサドラー（1987）が提唱し，英国のブラックとウィリアム（1998a; 1998b）によっ
て，大きく発展した形成的アセスメントについて，OECD や EU などで多くの論文が発表されてい
る。形成的アセスメント研究では「学び方を学ぶ」（L2L: learning to learn）を「どのように学ぶのか」
（LHTL: learning how to learn）が重要な論点になる。
　ブラックとウィリアム（2009）は形成的アセスメントの理論化を進める中で，教室でのアセスメン
トの重要性を指摘した研究（Black & Wiliam, 1998a; 1998b）を言及した。具体的には，「予め定義し
た理論に基づくものではなく，形成的アセスメントという概念に関連した幅広い研究成果をまとめ
た」内容とし，1998年の段階では明確に形成的アセスメントの概念形成には至らず，研究者による
定義が異なったとしている。さらにブラックら（2009）は，形成的アセスメントについて初期では幅
広い概念であったが，潜在的な有効性の示唆（Wiliam, 2000）により，次の5つを示すと指摘した。
1.　学習者と学びの成功のクライテリアを共有
2.　教室での質問
3.　コメントのみのマーキング
4.　ピア・アセスメントと自己アセスメント
図1　【歴史的な経緯】カリキュラムの概念，学習理論，測定の変化―新しい教育の視点と伝統的なテスト理
論の視点の間の流れの不一致性についての説明―（Shepard,2000）
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5.　総括テストの形成的な使用
　ブラックら（2009）によれば，これらの5つは「予め定義した理論に基づいておらず」関連性の示
唆のみで明確な関連性を示せない結果，実践でどのように複合的に用いているのかという疑問が生
じたと指摘した。
　このような背景から，ウィリアムとトンプソン（2007）は，「学習と教授の重要な3つの過程」
（Ramaprasad, 1983）に基づき理論的な枠組みとして，次の3つを提唱した。
・学習者がどこにいるかを明らかにする
・学習者がどこに行くのかを明らかにする
・そこに連れて行くために何が必要なのかを明らかにする
　この3つに，学習場面で異なる立場（教師，学習者，学習者の仲間）を組み合わせて形成的アセス
メントの概念化の枠組み（図2）を示した（Black ら，2009）。
　「どのように学ぶのか（LHTL）」との関りでは，ブラックら（2009）は，ピア・アセスメントと自己
アセスメントは，「4.　学習者相互の教育的なリソースとしての活性化」と「5.　学習者が自己の学
習の所有者としての活性化」を追求するための活動で重要とし，「どのように学ぶのか（LHTL）」の
発達と関連するとした。
1.3　形成的アセスメントの検証としての LHTL プロジェクト
　LHTL プロジェクトは，英国で2001年～ 2005年にかけて形成的アセスメントを検証した。正式
名称「The ESRC TLRP Learning How to Learn（LHTL） Project」であった。この研究は，学校を
総合的な視点で分析した大規模な研究であり，中等教育学校，小学校等の計40校を対象として，形
成的アセスメント，教科学習，教員の職能学習，スクールリーダーシップと改善，ネットワーク等の
新しい技術を扱った（James, et al., 2007）。
　ジェームズとマコーミック（2009）は，以前から実践されてきた形成的アセスメントや「学習のた
めのアセスメント（AfL：Assessment for learning）」（ARG，1999）は有望な内容とした上で，ブラッ
クとウィリアム（1998）とブラックら（2003）の報告には，学習成果の向上の可能性を示すとして，具
体的に次の4つの大項目があるとした。
図2　形成的アセスメントの側面（Black ＆Wiliam,2009）
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　　1.　教室での豊かな対話と生徒の理解を引き出すための質問
　　2.　改善方法を生徒が知る助けとなる形成的フィードバック
　　3.　分野における質の高い学習とみなされる学習目標，基準，模範の共有
　　4.　ピア・アセスメントと自己アセスメント
　ジェームズとマコーミック（2009）は，これらの4項目は，次に示す因子分析によって得られた2
つの因子で支えてられており，学習のためのアセスメント（AfL）の実践での教員への質問紙調査へ
の回答とした。これらの2つの因子とは，1つは教室の談話と省察の中で「学習を明示的にする」こ
とで，1つは学習者が自己の学習目標を識別でき，ピア・アセスメントや自己アセスメントなどを通
じて，「学習の自律性を促進する」ことが可能であるとした。さらに，この2つの因子は，「どのよう
に学ぶのか（LHTL）」の重要な特徴を捉えていると指摘した。続けて，LHTL が学習の自律性を目
標とした活動の場合，AfL はアクティビティのツールを提供するものと見做すことができるとし， 
関係は階層的に表現されて最終的に「学習の自律性」への AfL ツールが特定の実践によって，実現
されるとしていた（図3）。
　さらに，ペダーとジェームズ（2012）によると，LHTL プロジェクトでの教師と生徒の「学習のた
めのアセスメント（AfL）」方略の調査（James et al., 2007; James and McCormick, 2009）により，教
師のアセスメント手法の3つの次元が見出された（表1）とした。
図3.　三つの鍵となる概念の間の関係（JamesandMcCormick,2009）
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　次に教室でのアセスメントの次元と教師の職能学習との関係を述べる。ペダー（2007）は，
LHTL プロジェクトの1212人の価値観と実践を報告した。報告によると，教師の職能学習の基本的
な4つの因子，「探究」「社会資本の構築」「クリティカルで即応的な学習」「学習の価値」が見出され
た（表2）。さらに，教師の職能学習と教室でのアセスメント手法との関係の分析より，教師の職能
学習の「探究」因子と「学習の自律性を促進する」，「探究」因子と「学習を明示的にする」との関連を
示した。加えて，重要な点として，これらと「どのように学ぶのか（LHTL）」との最も密接な関連を
示唆した（James & Pedder, 2006a; 2006b; Pedder, 2006）。
1.4　「学び方を学ぶ」（L2L:learningtolearn）の研究の経緯
　フィンランドのハウタマキら（2010）によると，「学び方を学ぶ」（L2L）を扱った論文はハーロー
（1949）のサルの学習の研究に始まり，その後クロンバックとスノー（1977）によって，LTL（クロ
ンバックとスノーは略語として，“learning to learn” を LTL と表記）がある種のタスクを繰り返し
て取り組む練習として定義することで，毎回異なる内容の学習を行うという定義につながるとした。
これが，結果的に新しい内容を学ぶ能力を促進するとしたのが，L2Lの初期の捉え方である。さらに，
ハウタマキ（2010）らは，L2L の基準が最近では次の①～③のような捉え方に基づくとした。①思
考や高次認知機能の理解については，例えば，思考は学習すべきものであり，学習に応じて教える
ものとして捉える重要性と可能性があること（Resnick, 1987）。②柔軟性のある理論的アイデアを
取り入れた社会構成主義であること。具体的には，学習活動，動機付け，目標，行動間の関係，文脈
要因について考えることで，一般的な考え方に至ることが重要であること。③目標を指向した行動
における信念の肯定的又は否定的な影響についてである。動機付け，意欲，および配置的要因を独
立して分析可能であるが，資質は精神的活動を行ってタスクを解決しても，学ぶために置き換わる
表1　教師の教室でのアセスメントの次元（Jamesetal.,2007;JamesandMcCormick,2009）
学習の自律性を促進する
　生徒が幅広い範囲について，自分や友人の学習についてアセスメントを行い，その学習対象についてより大きな
自律性を持っている
学習を明示的にする
　学習の証拠を喚起し，明確化して応答する。積極的な学習指導を育むために生徒と協力する
パフォーマンスの方向性
　懸念として，生徒が閉じられた質問とマークと等級を使用したカリキュラムによって規定されたパフォーマンス
目標の達成を手助けすること
表2　教員の職能学習の因子（Pedder,2007）
探究 さまざまな証拠源を使用し，応答する。同僚との共同研究と評価を行う
社会資本の構築 互いの学習，働き，サポート，話し合い
クリィティカルで即応的な学習 省察，自己評価，実験，フィードバックへの反応
学習の価値 自分自身と生徒の学習を重視する
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ものではないことが重要であるとした。さらに，理想と実際の状況との比較による感情の生成に注
目して，認知発達は感情をマスターすることと結びつくことを指摘しており，感情，関心などの配
置要因が推論を助け，教育によって学習者の能力を高めていくとその能力に対する学習者の信念も
徐々に変化し，自己概念と自己認識の成長プロセスへとゆるやかに繋がるとした。結果，一般的な
感情を信念，方向性，動機として研究するのみでは，教室での L2L の状態を完全に解明できないと
している。
　前述より，L2L を扱った教育論文は大きく2つの領域に分けられる。
　　①既存のスキルとスキーマを新しい学習に適用する認知的・感情的な要因とした領域
　　② 将来の社会に必要になるスキル・能力・資質等の獲得を促進するために，学習の魅力を高め
る学校教育や成人教育分野における新しい取組の可能性を示す領域
　これらより，幅広い捉え方がある L2L には，研究に際しての視座が重要である。
1.5　「学び方を学ぶ」（L2L）とキー・コンピテンシー
　教育改革を推進している OECD でも L2L を重視する。OECD（2005）の L2L の捉え方は，イギ
リス，ユネスコ，欧州連合（EU：European Union）と同様に，「L2L は学習者がより重要な学習と人
生経験にかかわるものとしており，具体的には家庭や職場，教育と職業訓練などの様々な文脈に適
用し活用するための知識とスキルである」とし，「動機と自信が個人のコンピテンシーの鍵である」
としている（Hautamaki, et al., 2010, p.270）。
　OECD の視座は，ハウタマキらが指摘した「②将来の社会に必要になるスキル・能力・資質等の
獲得を促進するために，学習の魅力を高める学校教育や成人教育分野における新しい取組の可能性
を示す領域」であり，キー・コンピテンシー論との深い関連を示す。L2L とキー・コンピテンシー論
との深い関連として，DeSeCo プロジェクトがある。1990年代後半に OECD 諸国が今後確実に持
続可能な経済発展を達成するために必要な人々の資質を研究し，汎用性のある能力観としてキー・
コンピテンシーを提唱するに至った（Rychen & Salganik，2003）。OECD は PISA（Programme 
for International Student Assessment：生徒の学習到達度調査）を実施し，キー・コンピテンシーの
中で質問紙による測定が可能であるとした「相互作用的に道具を用いる」ことを測定・分析して，結
果を公表している。この結果を受けて，各国では教育政策へ反映させている。OECD は，調査結果
が良好な国・地域の特徴の分析より，形成的アセスメントと呼ばれる指導方法の枠組みが用いられ
ていることを報告した。さらに，形成的アセスメントによって，キー・コンピテンシーの中心とな
る L2L の獲得への有効性も指摘した（OECD，2005）。そこで，本研究では，キー・コンピテンシー
を踏まえて，L2L を将来の社会に必要となるスキル・能力・資質等の獲得を促進するためのものと
して捉えた。
1.6　小括
　欧米での形成的アセスメント研究の流れとして，アメリカのシェパードの指摘によるカリキュラ
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ムと評価の枠組みのパラダイムシフトによる学習でのアセスメント重視への変化に注目した。次に，
欧米で多くの研究が進められている形成的アセスメントについて，サドラーから始まり英国のブ
ラックとウィリアムによる理論化の概略と，検証事例の LHTL プロジェクトによって，教室でのア
セスメントの次元として，「学習を明示的にする」こと，「学習の自律性を確保する」ことの重要性が
明らかになった。特に，「学習の自律性」の確保には，「学習の明示化」を図ることで学習者の目標を
明確化し，「学習のためのアセスメント（AfL）」に取り組むことで「どのように学ぶのか（LHTL）」
を実践することが重要であるとした。さらに，ペダーの教師の職能学習の分析では，職能学習の「探
究」因子が「学習の自律性」と「学習の明示化」に関係することが明らかになった。また，「学習の自
律性」と関係のある LHTL は，キー・コンピテンシーとの密接な関連によって，汎用的な活用能力と
の関係があるとしている。これらの観点を踏まえ，高校教員の授業の指導方法と授業改善に関わる
職能学習について，データに即して論じていくことにしょう。
2　方法
　本節では，研究方法として高校教員対象の質問紙調査の内容は次のとおりになる。①授業での指
導方法について，「学習の自律性」と「学習の明示化」を図る取組状況の調査，②授業改善の取り組み
での，職能学習の「探究」，「社会資本の構築」に関わる取組状況の調査，③授業の指導方法や授業改
善の取組を分析する視点として，担当教科の違い，教員の「探究」活動である単元を創り上げる経験
に注目した調査を行う。
2.1　調査対象者及び調査時期
　調査対象者は，M 県内の公立高校教員399名と過去に M 県内の公立高校に勤務経験がある他県
の公立高校教員3名の計402名，回答に不備があった1名を除く401名（男300名，女101名）を分析
対象とした。年齢層は20代が33名，30代が83名，40代が166名，50代以上が119名であった。
　2012年7月～ 8月に質問紙調査を行い，質問紙は学校単位での9校（393名）は勤務校を通じて配布
し，個人単位での8名は郵送又は直接配布し，直ちに実施された。調査対象校9校は普通科6校，普
通科の他に専門学科を設置しているのが3校であった。ただし，専門学科はいずれも1学級であった。
学校規模は，1学年8学級規模が2校，7学級規模が4校，5学級規模，4学級規模，3学級規模が1校ず
つであった。
2.2　質問項目の構成
2.2.1　生徒の主体的な学習につながる指導方法の数の項目
　生徒の主体的な学習につながる指導方法の数とその実施程度の12項目からなり，4段階評定（4=
よくある，3= ややある，2= あまりない，1= 全くない）で回答を求めた。これらの質問項目は，
LHTL プロジェクトで用いられた項目を元に日本の高校教員の文脈を考慮し，表記等に修正を加え
て作成した。
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　なお，表3 ～表4の先行研究の欄の A1は「学習の明示化」，A2は「学習の自律性」，A3は「パフォー
マンスの方向性」に関する項目を意味する。表7に本研究で用いた「生徒の主体的な学習につながる
指導方法の数とその実施程度」の12項目を示す。高校教員の現状を考慮して作成した結果，LHTL
プロジェクトの項目の中で「学習の明示化」，「学習の自律性」に関わる項目が9項目を占め，教師の
教室でのアセスメントの次元である「学習の明示化」と「学習の自律性」に関する指導方法への取組
状況を重視した内容といえる。
　項目選択では，回答者が理解できない項目が多いと正確な回答が得られなくなる可能性を考慮し
項目を精選した。項目選択の基準として，次の①～③を設定した。①実際に生徒に指導する行為の
項目を選択し，教員の考えの部分のみの項目を削除した。理由として，教員として為すべきである
と考えられる内容は，実際の考えと回答との間に差異の恐れがあり，そのため正確な実態把握を困
難となる可能性を踏まえた。②日本の高校教員の文脈では理解が難しい項目を除外した。LHTL プ
ロジェクトの項目は，形成的アセスメントによる授業改善の成果を測定する意図で作成されている。
　しかし，本研究では高校教員の実態調査を目的とする。多くの高校は小中学校のような全校テー
マを設定した校内授業研究を行っておらず，授業研究に関連した質問項目の意図が正確に伝わらな
い可能性があるため，理解が難しいと想定される項目を除外した。③他項目と類似した内容の場合，
質問内容の重複を避けるため除外した。以上，これらの基準で選別を図った。
表3　先行研究で用いられており，本研究でも引用又は参考にした質問項目と新規作成項目
項　　目 項目番号 先行研究
学習目標について，生徒が理解できる方法で説明をしている。 2–1 A1–11
生徒の長所を理解し，さらに向上する方法についてアドバイスを行っている。 2–4 A1–14
生徒が問題解決への方法を見出せるように支援をしている。 2–5 A1–15
生徒に対して，誤答は学習での重要なチャンスと考えるように促している。 2–6 A1–16
主に生徒から推論や説明を引き出すような発問をしている。 2–7 A1–18
生徒各自の学習課題について，調査や探究を行う方法を授業で教えている。 2–8 A2–13
学習課題について，生徒がお互いに評価し合う機会を与えている。 2–9 A2–29
学習課題での調査や探求の際，生徒がお互いに助け合うことができる方法を授業で教
えている。 2–10 A2–19
主に知識を引き出すような発問をしている。 2–12 A3–7
児童・生徒に対して，自分の学習状況を把握させるような問いかけをしている。 2–11 ※1
正答が幾通りにも可能になるように条件づけた問題を未完結な問題，結果がオープン
な問題，オープンエンドの問題と呼ぶことにする 2–3 ※2
机間指導（机間巡視）によって，生徒の学習状況を把握している 2–2 新規作成
※1　（木下ら，2005）　　　※2　（島田，1977）
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　特に，表4の A2-24は，生徒によるセルフ・アセスメントの項目であるが，「自己評価の適切な行
い方」とした場合，リフレクションを基盤としたセルフ・アセスメントという概念が高校教員に十分
に浸透しておらず，生徒に対して問題の正解・不正解の確認程度の指導内容と捉えて回答すること
を想定した。本項目の意図は，問題の正解・不正解のみでなく，生徒が自己の学習を振り返ることで，
自分自身の学習のアセスメントを行うことであり，項目の表現方法による誤解を危惧した。そのた
め，木下ら（2005）の項目にある「自分の学習状況を把握させるような問いかけ」とすることで，アセ
スメントという用語を用いることなくリフレクションを基盤としたアセスメントという意図が伝え
やすいと考えた。その結果，項目2-11「授業で生徒に自分の学習状況を把握させるような問いかけ
をしている」とした。
　また，唯一の解に収束する問いは生徒の思考を一定の枠組みの中に納め，多面的な視点を育むた
めの弊害になりかねない。生徒がより多面的な視点を経験するために，解答は一つではなく，複数
の正解がある経験が重要になる。このようなオープンエンドの問題は，「正答が幾通りにも可能に
なるように条件づけた問題を未完結な問題，結果がオープンな問題，オープンエンドの問題と呼ぶ
ことにする」（島田 , 1977）としている。授業で複数の正解があり得る問題の指導経験の有無をたず
ねる項目として，項目2-3「授業で考え方などを説明するようなことについて，正答がいく通りにも
なる内容を取り入れている」を作成した。なお，教室の一斉授業での机間指導により，効率的に生徒
の学習状況の把握を踏まえ，項目2-2「机間指導（机間巡視）によって，生徒の学習状況を把握してい
る」を新たに作成し，たずねることにした。
2.2.2　授業改善への取組状況の項目
　自己の授業改善への取組状況を尋ねる8項目と同僚と協働した授業改善への取組状況を尋ねる7
表4　本研究では除外した質問項目
項　　目 除外理由 先行研究
題材についての実態調査によって，生徒を理解するために有用な知見が得られる ② A1–1
生徒に，以前に取り組んだ題材の達成状況を知らせている ② A1–10
誤答は，生徒の思考を知る手だてと考えている ①③ A1–20
授業の学習目標を理解できるように生徒を支援している ③ A1–21
学習への努力は，生徒の学びに対する自己評価の際に重要である ①② A1–27
生徒に自らの学習目標について決める機会を与えている ② A2–6
各自の学習について，授業で自己評価の適切な行い方を教えている ② A2–24
次時の授業内容は，前時の到達内容よりも，計画された指導計画に沿って決めている ② A3–2
状況として重視するのは，生徒が知識を理解していることですか。それとも，指導計画
で決められた内容を行うことですか ② A3–3
教員による評価を最も重視している ② A3–8
学習課題の評価は主にマークと点数付けとしている ② A3–12
学習目標は，主に指導計画によって決めている ② A3–23
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項目の計15項目からなり，4段階評定（4= よくある，3= ややある，2= あまりない，1= 全くない）で
回答を求めた。これらの質問項目は，LHTL プロジェクトの項目を元に日本の高校教員の文脈を考
慮し，表記等に修正を加えて作成した。
表5　先行研究で用いられており，本研究でも引用又は参考にした質問項目と新規作成項目
項　　目 項目番号 先行研究
教職に関して能力をさらに高めるために，他校の良い実践例に注目している 3–1 B1–2
各種の研究報告書を活用し，授業の改善を行っている 3–2 B1–12
今後，自分に必要な研修課題を確認するために教育実践を振り返っている 3–3 B3–9
生徒の反応を見ながら，授業を改善している 3–4 B3–11
教育実践について，同僚と指導内容の認識を共有し，確認を行っている 3–9 B2–24
授業での様々な難しい場面について，同僚に助言を求める 3–11 B2–19
同僚に教育実践に関する新しい取り組みを提案する 3–12 B2–20
授業について , 教科会などの会議で ｢何をどのように学ぶか｣について , 話し合っている 3–13 B2–22
授業を改善するために，他の教員と共に実践研究を行っている 3–14 B1–15
同僚と互いに授業を見合ったりすること 3–10 ※3
研修のために研究授業（校外も含む）を提供している 3–5 新規作成
授業や校務の取り組みで，校外の研修で得た内容を参考にしている 3–6 新規作成
日常生活に関連した内容を授業の発問に取り入れている 3–7 新規作成
地域社会の人々や大学等の協力を得た授業実践の経験がある 3–8 新規作成
他教科の教員と協働した授業実践をしている 3–15 新規作成
※3　（山﨑，2000）
表6　本研究では除外した質問項
項　　目 除外理由 先行研究
授業を改善するために，各種の研究報告書を読んでいる ③ B1–3
授業を改善するために，インターネットを活用している ③ B1–4
担当している生徒は，教員に最も効果的に学ぶ方法を相談している ② B1–5
授業の内容について，各種の研究報告書と関連付けている ③ B1–6
定期的に指導計画を他の教員と共に作成している ② B2–16
自校の教員集団は，教育実践に関する新しい取り組みへの試みに同意している ② B2–21
会議ではないときに，同僚と生徒がどのように学ぶかについて話し合っている ③ B2–23
今までの実践経験を他の実践場面に適用させる方法を知っている ② B3–7
学習指導の改善のための手段として，授業実践に取り組んでいる ② B3–10
授業への自己評価を元に授業実践を改善している ② B3–13
管理職又は，同僚からの授業実践へのアドバイスを元に授業実践を改善している ③ B3–14
生徒と教職員は，共にこの学校で学んでいる ① B4–1
全ての生徒は，学ぶことができると信じている ① B4–25
生徒は，学ぶ楽しさを味わっている ① B4–26
生徒の教育活動での優れた結果を全校集会等で紹介している ② B4–27
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　なお，表5 ～表6の先行研究の欄の B1は「探究」，B2は「社会資本の構築」，B3は「クリティカル
で即応的な学習」，B4「学習の価値」の項目を意味する。日本国内の高校教員の授業における文脈を
考慮して作成した結果，LHTL プロジェクトで用いられた項目は，自己の授業改善への取組状況（8
項目）では「探究」が2項目，「クリティカルで即応的な学習」が2項目の併せて4項目の半数程度であ
り，校内や校外での研修を踏まえ新規に4項目を作成することで，従来の国内の個々の教員による
授業改善への取組の影響が強く反映された。同僚と協働した授業改善への取組状況（7項目）では，「社
会資本の構築」が4項目，「探究」が1項目，国内の文脈を踏まえた新規作成等が2項目であることから，
LHTL プロジェクトの「社会資本の構築」との関係が深い内容である。
　なお，項目選択では，回答者が理解できない項目が多いと正確な回答が得られない可能性を考慮
し項目を精選した。表6に除外した項目を示す。
2.2.3　主に担当した教科を分類するための項目
　授業での主な担当教科では，公立高校での教科として，国語，地歴・公民，数学，理科，外国語，保
健体育，芸術，家庭，情報，商業，工業，水産，農業，看護，福祉の計15教科の担当経験をたずねた。
なお，私立学校で教科「宗教」などの担当経験を想定し，その他の教科を設定したため，教科の種類
は計16種類とした。項目は1項目からなり，今まで主に担当してきた教科について，複数選択可（1=
国語，2= 地歴・公民，3= 数学，4= 理科，5= 外国語，6= 保健体育，7= 芸術，8= 家庭，9= 情報，10=
商業，11= 工業，12= 水産，13= 農業，14= 看護，15= 福祉，16= その他）で回答を求めた。
2.2.4　教員の授業実践における「探究」経験の有無の項目
　教育課程は学習指導要領，学習指導要領解説があり，それを受けて具体的なものとして，教科書，
教科書指導書という流れで各教科の指導内容は，きめ細やかに記述されている。このことは，個々
の教員が新しい単元を自ら設計し指導計画を作成する経験はさほど多くないことを示す。そこで，
教員の授業実践における「探究」経験の有無を問うために，生徒がアセスメントに取り組み，自ら課
題や問題を解決する単元を創り上げた経験をたずねる項目を使用した。
　単元の指導計画を設計し，創り上げた経験を問う具体的な質問内容として，最初に「各科目での
探究活動や課題研究，総合的な学習の時間での実践経験について，お聞きします。ただし，特別支
援教育（特殊教育）以外の実践経験となります」と教示した。続けて，質問項目として，「生徒や地域，
社会の実態を様々な方法で把握して，課題や問題を解決する単元を創り上げた経験がありますか。
（教科・分掌等のグループ又は個人での経験）」とし，さらに創り上げた単元の例として，「地域おこ
しの提案」などと例示した。これは，過去の単元設計経験の有無を問う項目1項目からなり，2段階
評定（1= はい，2= いいえ）で回答を求めた。
3　結果と考察
　3.1 因子分析で，「生徒の主体的な学習につながる指導方法の数の項目」12項目，「自己の授業改
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善への取組状況」8項目と「同僚と協働した授業改善への取組状況」7項目について，因子分析及び内
的整合性を検討し，各得点を求めることにする。次に，これらの得点と主に担当した教科との関係
について分析を進めることにした。
3.1　因子分析
3.1.1　生徒の主体的な学習につながる指導方法の数の項目
　「生徒の主体的な学習につながる指導方法の数の項目」12項目の得点分布を確認した。次に，これ
らの項目について，主因子法による因子分析を行ったところ，固有値の変化は3.96，1.19，1.03，0.92・・・
となった。そこで，固有値の減衰状況と因子の解釈可能性を検討した結果，1因子解を採用した。
表7に因子分析の結果を示す。
　また，内的整合性を検討するために，クロンバックのα係数を求めたところ，α＝.81となり十分
な値と判断した。そこで，「生徒の主体的な学習につながる指導方法の数の項目」12項目を合計し
た得点の平均値を算出し，「指導方法の数」得点（M＝36.5，SD＝4.98）を求めた。
3.1.2　自己の授業改善への取組状況
　「自己の授業改善への取組状況」8項目の得点分布を確認した。次に，この8項目に対して主因子
法による因子分析を行ったところ，固有値の変化は3.20，1.07，0.94，0.75・・・となった。そこで，
固有値の減衰状況と因子の解釈可能性を検討した結果，1因子解を採用した。表8に因子分析の結
果を示す。
　また，内的整合性を検討するために，クロンバックのα係数を求めたところ，α＝.78となり十分
な値と判断した。そこで，「自己の授業改善への取組状況」8項目を合計した得点の平均値を算出し，
「自己の授業改善」得点（M＝22.9，SD＝3.69）を求めた。
3.1.3　同僚と協働した授業改善への取組状況
　「同僚と協働した授業改善への取組状況」7項目の得点分布を確認した。次に，この7項目に対し
て主因子法による因子分析を行ったところ，固有値の変化は3.47，1.04，0.65，0.58・・・となった。
そこで，固有値の減衰状況と因子の解釈可能性を検討し，1因子解を採用した。表9に因子分析の結
果を示す。
　また，内的整合性を検討するために，クロンバックのα係数を求めたところ，α＝.83となり十分
な値と判断した。そこで，「同僚と協働した授業改善への取組状況」7項目を合計した得点の平均値
を算出し，「同僚と協働した授業改善」得点（M＝17.0，SD＝3.96）を求めた。
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表7　「生徒の主体的な学習につながる指導方法」12項目の因子負荷量
項目番号 質問内容（α＝ .81） 因子負荷量
2–8 問題について，生徒が主体的に探究するようなやり方を取り入れている .678
2–7 授業で生徒から推論や説明を引き出す発問をしている .644
2–9 授業では，生徒が他の生徒の考えを聞き，良い点を自分の考えに取り入れる時間を取っている .597
2–4 授業では，生徒が得意な内容を把握し，さらに向上する方法を助言している .546
2–11 授業で生徒に自分の学習状況を把握させるような問いかけをしている .541
2–10 授業で生徒がお互いに助け合って問題を解決する方法を取り入れている .512
2–12 授業で生徒から知識を引き出す発問をしている .508
2–5 授業では，生徒が分からない問題について，助言やヒントを示して自力で解決できるように支援している .499
2–6 生徒に対して，問題の誤答は理解への重要なチャンスだと励ましている .438
2–2 机間指導（机間巡視）によって，生徒の学習状況を把握している .437
2–3 授業で考え方などを説明するようなことについて，正答がいく通りにもなる内容を取り入れている .407
2–1 授業の始めに，生徒が本時のねらいをつかめるように説明している .350
表8　「自己の授業改善への取組状況」8項目の因子負荷量
項目番号 質問内容（α＝ .78） 因子負荷量
3–2 各種の研究結果を活用し，授業改善している .756
3–1 授業改善のために，他校の良い実践例に注目している .697
3–6 授業や校務の取り組みで，校外の研修で得た内容を参考にしている .643
3–3 教員として必要な研修課題を把握するために，授業実践を振り返っている .618
3–5 研修のために研究授業（校外も含む）を提供している .541
3–8 地域社会の人々や大学等の協力を得た授業実践の経験がある .428
3–4 生徒の反応を見ながら，授業を改善している .374
3–7 日常生活に関連した内容を授業の発問に取り入れている .354
表9　「同僚と協働した授業改善への取組状況」7項目の因子負荷量
項目番号 質問内容（α＝ .83） 因子負荷量
3–12 同僚に授業実践に関する新しい取り組みを提案している .761
3–14 授業改善のために，同じ教科の教員と共に授業の実践研究に取り組んでいる .739
3–10 同僚と互いに授業を見合っている .655
3–13 授業について，教科会などの会議で「何をどのように学ぶか」について，話し合っている .648
3–9 教育実践について，同僚と指導内容の認識を共有している .610
3–11 授業での様々な難しい場面について，同僚に助言を求める .555
3–15 他教科の教員と協働した授業実践をしている .503 .503
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3.2　主な担当教科の違い
　本節では ,「生徒の主体的な探究につながる指導方法の数」得点，「自己の授業改善への取組状況」
得点，「同僚と協働した授業改善への取組状況」得点と主に担当した教科の違いによる分析を行う。
多重比較を行う教科として，「国語」「地歴・公民」「数学」「理科」「外国語」の5教科を選択した。質
問項目で，主な担当教科を複数選択可としたため，上記の5つの教科について複数回答をした者を
除外して分析を行った結果，分析対象者は296名となった。
3.2.1　主体的な探究につながる指導方法との関係
　Tukey の HSD 法（5% 水準）の多重比較を行った結果，「生徒の主体的な探究につながる指導方法
の数」得点では，担当教科「国語」「地歴・公民」「数学」「理科」「外国語」による違いはみられない。
これらは，主体的な探究につながる指導方法への取組状況は，担当教科「国語」「地歴・公民」「数学」
「理科」「外国語」による違いはみられないことを示す。
3.2.2　授業改善の取組状況への関係
　Tukey の HSD 法（5% 水準）による多重比較を行ったところ，「自己の授業改善」得点では，「地歴・
公民」の方が「数学」よりも有意に高い得点，「理科」の方が「数学」よりも有意に高い得点を示した。
「地歴・公民」の担当者群は，「数学」担当者群よりも自己の授業改善に向けて多く取り組むことを示
し，同様に「理科」担当者群も「数学」担当者群よりも自己の授業改善に向けて多く取り組むことを
示す。しかし，同僚と協働した授業改善への取組では，「同僚と協働した授業改善」得点が担当教科
「国語」「地歴・公民」「数学」「理科」「外国語」による違いはみられない。これらのことより，同僚と
協働した授業改善への取組状況は，担当教科「国語」「地歴・公民」「数学」「理科」「外国語」による違
いがみられないことを示す。
3.3　教員の「探究」経験の有無による違い
　本節では，教員の「探究」経験との関係を検討するために，「3.2主な担当教科の違い」で分析対象
とした教員について，指導計画を設計し，生徒がアセスメントに取り組み，課題や問題を解決する
単元を創り上げた経験と「指導方法の数」得点，「自己の授業改善」得点，「同僚と協働した授業改善」
得点について t 検定を行った。その結果，単元を創り上げた経験の有無によって，「指導方法の数」
得点の平均値（t =4.27，df =293，p<.001），「自己の授業改善」得点の平均値（t =4.81，df =294，
p<.001），「同僚と協働した授業改善」得点の平均値（t =3.34，df =294，p<.01）のいずれにもに有意
差がみられた。表11に結果を示す。このことは，単元を創り上げた経験と「指導方法の数」得点，「自
己の授業改善」得点，との間に0.1% 水準で正の関係，単元を創り上げた経験と「同僚を協働した授
業改善」得点との間に1% 水準で正の関係があることを示す。
年報13池田和正氏1C_三[205-224].indd   216 2018/06/13   14:33:11
―　　―217
 東北大学大学院教育学研究科研究年報　第66集・第2号（2018年）
表10　担当教科の違いによる「指導方法の数」得点，「授業改善」得点の多重比較
国語
（N ＝57）
M (SD)
地歴公民
（N ＝49）
M (SD)
数学
（N ＝60）
M (SD)
理科
（N ＝51）
M (SD)
外国語
（N ＝84）
M (SD)
分散
分析
F
多重比較
（Tukey HSD）
指導方法の数 37.3（4.44） 35.2（5.14） 35.9（5.46） 35.3（4.28） 37.4（4.76） 2.93* n.s.
自己の授業改善 22.8（3.51） 23.6（3.54） 21.6（3.40） 23.6（3.99） 22.8（3.32） 3.03* 地歴公民，理科＞数学
同僚と協働した授
業改善 16.6（3.86） 16.5（3.95） 16.8（3.95） 16.8（3.84） 17.0（3.73） 0.152 n.s.
註）多重比較の結果は，有意水準5% 以下のみを記載している　　　* p<.05　** p<.01　*** p<.001
表11　単元を創り上げた経験の有無による「指導方法の数」得点，「授業改善」得点の t 検定
有（N=46）
M（SD）
無（N=248）
M（SD） t 値
指導方法の数 39.0（4.91） 35.8（4.72） 4.27 ***
自己の授業改善 24.9（3.46） 22.4（3.41） 4.81 ***
同僚と協働した授業改善 18.5（4.14） 16.4（3.70） 3.34 **
* p<.05　** p<.01　*** p<.001
4　総合考察
4.1　担当教科の違いによる特徴
　「生徒の主体的な探究につながる指導方法の数」得点は，担当教科「国語」「地歴・公民」「数学」「理
科」「外国語」による違いはみられない。「生徒の主体的な探究につながる指導方法の数」得点は，教
師の教室でのアセスメントの次元である「学習の明示化」と「学習の自律性」に関する指導方法への
取組状況の内容であることを踏まえると，高校教員は担当教科の違いによる「学習の明示化」，「学
習の自律性」に関する指導方法に差がみられない。
　次に，授業改善への取組状況について，「自己の授業改善の取組状況」得点は，「地歴・公民」の方
が「数学」よりも多く自己の授業改善に取り組む。同様に，「理科」の方が「数学」よりも多く自己の
授業改善に取り組むといえる。なお，他の教科間では，「自己の授業改善の取組状況」得点に差がみ
られなかった。「自己の授業改善の取組状況」得点は，校内や校外での取組内容を踏まえた新規作成
の項目が多いため，個々の教員による授業改善への取組の影響が強く反映している。そのため，「地
歴・公民」，「理科」の方が「数学」よりも従来の校内や校外での授業改善への取組がより多いといえ
よう。
　また，「同僚と協働した授業改善の取組状況」得点は，担当教科「国語」「地歴・公民」「数学」「理科」
「外国語」による違いはみられなかった。「同僚と協働した授業改善の取組状況」得点は，教員の職能
学習の「社会資本の構築」との関係が深いことを踏まえると，高校教員は担当教科の違いによる「社
会資本の構築」に関連した同僚と協働した授業改善への取組状況に差がみられない。
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4.2　「自己の授業改善への取組状況」得点の差
　「地歴・公民」，「理科」の方が「数学」よりも「自己の授業改善への取組状況」得点が高いが，「生徒
の主体的な探究につながる指導方法の数」得点，「同僚と協働した授業改善への取組状況」得点では
差がみられない。これらのことは，「地歴・公民」，「理科」の教員の自己の授業改善への取組が生徒
の主体的な探究につながる指導方法や同僚と協働した授業改善への取組と関連していない可能性を
示唆する。言い換えれば科目の専門的な知識や技術の収集を重視していることを示唆し，形成的ア
セスメントの取組で必要になる汎用性のある他の文脈への転移可能な能力観よりも，シェパード
（2000）の指摘にもあるように20世紀に支配的なパラダイムである知識重視型の伝統的なカリキュ
ラムと学習に対する信念と科学的測定の概念が強く残っている可能性があるため，「地歴・公民」，「理
科」教員を対象にした調査研究によって，「自己の授業改善への取組状況」得点の差がみられた要因
をさらに探究する必要がある。
4.3　指導計画と校内研究
　授業は教員が学習指導要領に従い教科書に基づいて授業を行うが，教科として扱う範囲は広いた
め教員が大学で主に専攻した分野以外の科目・内容を担当することがあり得る。その場合には，教
科書会社が発行する教科書用指導書を参考にすることが多い。理由としては，教科書の内容に沿っ
て指導計画や指導内容に関する発展的な事項，実験プリント，実験の動画など授業を支援するため
のコンテンツが豊富に揃えられており，指導上参考になる場合がある。図4に例として，高等学校
理科「化学基礎」教科書用指導書 DVD（A 社）の概要を示す。
　「デジタル板書」，「授業プリント」，「問題集データ（3
種類）」，「動画集」，「分子模型集」，「教科書データ」，「観
察・実験ワークシート」，「探究活動ワークシート」，「補
充指導」，「シラバス・評価規準表」
図4　「化学基礎」教科書用指導書DVD（A社）の概要
　授業は指導計画の枠組みに従って展開する。授業は指導計画という大枠のモデルの微調整とも言
える。見方を変えると，指導計画という枠組みの中で，最大限の学習効果を狙うプロセスに取り組む。
学習指導要領の法規として拘束性のため，一人ひとりの教員が指導計画の大枠を変えることは極め
て難しい。他の学校種と比較してみると，義務教育である小学校，中学校では，学習指導要領の枠
組みの中でさらに細かなテーマの校内研究が取り組まれており，研究テーマの具体的な検証場面と
して，授業実践が位置づけられるため，大枠で見ればこれまでの指導計画の範疇に収まる。しかし，
研究テーマの違いにより同じ単元の授業であっても指導方法に様々な工夫が施されるため，より洗
練された指導内容へと変容していく。高校では校内研究を組織的かつ継続的に実践している学校数
は少ないため，研究テーマに沿って組織的に従来の指導方法を工夫していく授業実践が行われにく
く，指導方法もこれまでの指導方法を踏襲する傾向がある。このような状況は，教員自身の「学習
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の自律性」の確保することが困難であることを示唆する。言い換えれば，授業での指導スタイルが
入職後数年間のうちに固定してしまうことを示唆しており，エビデンスベースドの改革が叫ばれる
現状では，危機的な状況だといえよう。
4.4　単元を創り上げた経験とアセスメント
　単元を創り上げていく授業実践では，指導内容を全て網羅した指導書はなく授業実践に取り組む
教員が自ら指導計画を作成し，試行錯誤を繰り返す。指導計画という枠組みを自らの手で創り上げ
ることであり，教育課程を設計する貴重な経験といえる。最初に指導計画を作成する場合は，枠組
みを創り上げていくことが最も難しい。生徒の実態を把握し，その生徒にとって必要な知識・技能
は何かを検討し，目標を実現させるためにどのように指導を行うのかを検討していく。そのために
は，多面的な生徒の実態の把握，さらに生徒と取り巻く地域社会のニーズを確実に押さえることが
必要である。教員が適切にアセスメントをできるかどうかが効果的な指導計画作成の成否であり，
教育課程設計の要点である。分析結果より，単元を創り上げる経験の有無と「指導方法の数」得点，
「自己の授業改善」得点，「同僚と協働した授業改善」得点との間に関係がみられ，経験有の群の方が
いずれも得点が高い。このことからも単元を創り上げて指導計画を作成し，実践することは教員の
職能学習としての「探究」経験であり，この経験と「学習の自律性」，「学習の明示化」との間に正の
関係があるといえよう。このことは，国内の授業実践での取り組みについて，先行研究である
LHTL プロジェクトでの知見を活かした分析となっており，今後の教育改革を進める上において，
有効な知見となる。
4.5　教育改革と教師教育
　教育改革は古くて新しい課題である。学校教育はほとんどの人々が経験し，最も身近なものであ
る。多くの人は学校教育での被教育経験の相対化を可能にするような経験をほとんどしないために，
自己の被教育経験を基準におき易い。このことは，教員の指導による影響力の大きさを示唆する。
このような背景もあり，教育について話をする際に，安易で短絡的な結論を導いている内容を聞く
ことは決して珍しくない。さらに，学校教育はその時期の経済状況，社会状況と関連づけられ，学
力低下，いじめ等の青少年問題が教育現場での諸問題として示される。このような背景によって，
教育改革は国民にとって身近なテーマとして取り上げられた結果，その時期の経済状況や社会状況
に対する批判の受け皿になり易く，そのため長期的な展望に基づく政策よりも即効性を求められた
対症療法的な政策を取り入れやすいといえよう。教育改革の議論では，多くの政策が決定され，実
行される。先行研究として，山﨑（2000）は教師教育の視座より，教育改革とは授業を実践する教師
の問題であると指摘した。教育改革の具体的な担い手は日々児童・生徒に対して指導を行っている
教員である。教育改革において，教員はこれまでの取組に対して批判を受ける側であり，かつ改革
として提案された新しい取組を遂行する側でもある。このことは，教育に関する知見及び信念を有
する専門職として，従来の指導方法や評価方法と教育改革として提案された新しい指導方法や評価
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方法との間に生じた齟齬について，教員が教育政策の持つ法規的な性質を踏まえた上でどのように
受け止め，解釈し，取り組んでいくかが課題になる。しかし，現実は日常的に教育産業の関係者が
来校し，教育改革関係の資料や解説を彼らに依存している高校現場に教育に関する知見及び信念を
有する専門職としての資格があるのだろうか。現在，喫緊に迫る教育改革とその背景を理解し，自
己の「学習の自律性」を担保する教員とそうでない教員との間には目には見えない大きな断絶が形
成され，残念ながらその差が開く一方である。
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形成的アセスメントを志向した授業への取組
 Curriculum and educational assessment are inextricably linked. There is a paradigm shift of 
the evaluation method in the background of key competency emphasis. Key competency theory 
and formative assessment are the key. In this research, attention was paid to the UK LHTL 
project, which is a former study of formative assessment, and a questionnaire survey was 
conducted on 400 high school faculty members. As a result of the analysis, there was a positive 
relationship between teaching methods to promote 'autonomy of learning' and 'explicitization of 
learning' which plays an important role in formative assessment and experience to create units. 
The experience of creating units is "Inquiry" that teachers solve problems in class. There is a 
relationship between teaching methods leading to "autonomy of learning" and "manifestation of 
learning" and experience of "Inquiry" by teachers. This result is an effective knowledge for 
improving classes in the future.
Key words： Formative Assessment, Autonomy of Learning, Learning How to Learn （LHTL）, 
Vocational Learning, Curriculum
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